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（平成１７年１１月２２日現在）
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平成16年度 

9月・10月定例会
大阪市会は、平成16年度の公営企業会計（バス、地下鉄・ニュートラム、水道、工業用水道の４事業）及び準公営

企業会計（市民病院、中央卸売市場、港営、下水道の４事業）の決算報告などを審議する９月・10月定例会を９月21
日から10月18日まで開きました。
決算報告については、公営・準公営企業会計決算特別委員会の審査を経たあと、10月18日の本会議において賛成多

数により認定しました。また、９月29日以降の決算特別委員会では、一般傍聴(直接傍聴)の試行実施が行われました。
「職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例案」については、財政総務委員会の

審査を経たあと、９月21日の本会議において、附帯決議（Ｐ５に掲載）を付して原案どおり可決しました。
公の施設における指定管理者制度の導入に関する案件（計55件）については、常任委員会の審査を経たあと、９月

21日、10月18日の本会議において、それぞれ賛成多数により、原案どおり可決しました。
市政改革基本方針（市政改革本部案）については、決算特別委員会及び各常任委員会において、連日にわたり活発な

論議が交わされました。
また、10月18日に提出された市長の退職申し出については、同日の本会議において、退職同意しました。
このほか、この定例会では、「国民の理解と支持が得られる税制の構築に関する意見書案」など合わせて117件の案

件を議決しました。

決算特別委員会での主な論議 
　9月29・30日、10月3～5日の5日間、各委員が様々な
論議を交わしました。その主な内容を決算特別委員長の審
査報告をもとに紹介します。 

交　通　事　業

水　道　事　業

市民病院事業

交通事業の決算状況と経営改善の
取り組みは

平成16年度決算は、バス事業で12
億4,900万円の赤字となり、累積欠損金
は518億9,000万円となっている。地下
鉄・ニュートラム事業は、38億9,300万円
の黒字となっているが、フェスティバル
ゲート事業の終了などにより、前年度と
比較して8億5,600万円の収支悪化とな
り、累積欠損金は1,098億1,900万円とな
っている。特に、バス事業は現在極め

答

問

水道事業の収支状況と経営改革に
向けた取り組みは

平成16年度決算は、前年度と比べ
39億2,000万円収支を改善し、73億4,100
万円の黒字となり、特別利益を除いた経
常損益でも66億6,100万円の黒字となっ
た。一方で、資本的収支の不足額を補て
んするための内部留保資金は減少してお
り、20億から30億円程度の黒字を毎年確
保して、これを積立金処分して内部留保
資金を確保しないと、企業債償還財源を
確保できない厳しい状況にある。経営改
革に向けた取り組みについては、本年9
月に策定した「水道局経営改革プランの
指針第１次改革案」の検討をさらに進め、
サービス向上策や増収策などに加え、効
率化の数値目標等を盛り込んだ具体の
行動計画を12月末までに策定する。

答

問

中央卸売市場事業

港　営　事　業

下 水 道 事 業

中央卸売市場事業の決算状況と収
支改善は

平成16年度決算では、経常損失が
約21億円、累積欠損金は約234億円と
なっている。これは、平成元年度から
の本場整備事業により、施設整備に要

答

問

埋立事業の今後の見通しは
平成16年度の土地売却代は、コス答

問

下水道事業における経営の効率化
や経費節減に対する取り組みは

平成16年度損益は前年度に比べ5
億3,300万円好転し、39億8,900万円の黒
字となったが、累積欠損金が6億3,800
万円、企業債残高が6,173億円余りと厳
しい経営状況が続いている。これまで
も、下水処理場の維持管理業務の見直
しや下水管渠のしゅんせつ業務の効率
化などにより16年度までの4年間で約
150名の人員を削減し、経費についても
ＩＳＯ14001の認証取得を通じた省エネ
ルギー・省資源の取り組みや汚泥処理
の集約化に伴う汚泥運搬経費などの節
減を図ってきたところである。下水道の
使用水量は長期的に減少傾向にあるな
かで、下水道施設の整備にあたっては、
今後ともコスト縮減を図るとともに、費
用対効果を十分に勘案し、選択と集中
により計画的に取り組むとともに、経費
の徹底した節減を行い、平成17年度中
には累積欠損金の解消を図っていく。

答

問

市民病院事業の経営状況と経営健
全化計画は

平成16年度の経常収支は、前年度
に比べ、収益は約9億1,000万円減となっ
たものの、費用は人件費や材料費の減
などにより約13億5,000万円減となり、差
引きの経常損益は、前年度に比べ約4億
4,000万円収支改善され、約9,000万円の
赤字となったが、依然として非常に厳し
い状況にある。市民病院の第2次経営健
全化計画の着実な達成を図るために、
平成17年度において、小児医療やリハビ
リテーションなど医療機能の充実を図る
ための病棟再編成、薬品・診療材料の
購入事務を総合医療センターで一括して
実施する調達業務の一元化、光熱水費
の削減を図るESCO事業の導入、医事業
務等の委託化のさらなる拡大等に取り組
んでいる。さらに本年5月より外部委員か
らなる市民病院経営検討委員会を設置
し、収入確保や経費節減について、抜本
的な経営改善を進めるための方策やあ
り方について、議論いただいている。今
後そうした外部の意見も取り入れながら、
計画の重点的な取り組み項目の洗い出
しを行い、変化する情勢に的確に対応
できるよう取り組みを進めていきたい。

答

問

て厳しい状況にあり、現在取り組んでい
る事業規模の二分の一までの管理委託
の拡大を図っても、これまでのように運
輸収益が減少を続けると、バス事業単
独で自立した事業運営は望めないこと
から、さらに抜本的な経営改善方策を検
討する必要があると考えている。
また職員の給与水準についても、非

常に厳しい経営状況を踏まえた上で、
国、他都市や本市の動きを見極めなが
ら、これからの給与制度のあるべき姿に
ついて、あらゆる角度から精査し、その
構築に取り組んでいく。いずれにしても、
市政改革基本方針（市政改革本部案）を
踏まえ、将来の公共交通サービスの望
ましい姿としてどのような経営形態がふ
さわしいのかを検討するべき時期が来
ていると認識している。

住之江用地土地信託事業オスカー
ドリームの現状と今後の事業のあり方は

平成16年度は経費削減効果と、特
別利益によって、単年度収支は黒字を
達成するものの、16年度末の借入金残

答

問

福田委員長の審査報告

中央卸売市場本場

〔 〕
その他の質疑項目

監理団体と労働組合の関係、おおさかPiTaPa
の多機能化、地下鉄第8号線関係など 〔 〕

その他の質疑項目

水道メータの点検業務委託、水道料金の福祉減免
措置の見直し、工業用水道事業の見直しなど

〔 〕
その他の質疑項目

小児救急の拠点病院、女性医師の確保、優秀な
医師の市民病院への招へいなど

〔 〕
その他の質疑項目

中央卸売市場内のアスベスト対応策、中央卸売
市場におけるＩＴ化の推進など

〔 〕
その他の質疑項目

スーパー中枢港湾、大阪港の観光交流の促進、
ＵＳＪの経営状況と今後の取り組みなど

〔 〕
その他の質疑項目

超過降雨対策、合流式下水道の改善策、舞洲ス
ラッジセンター建設の効果など

決 算 特 別 委 員 会 委 員  

委 員 長  

副委員長 

委　　員 

福　田　賢　治（民主） 

広　岡　一　光（民主）　　小　玉　隆　子（公明） 

美延　映夫（自民） 有本　純子（自民） 永井　　博（自民） 

東　　貴之（自民） 足O　將司（自民） 藤岡　信雄（自民） 

荒木　幹男（自民） 大西　宏幸（自民） 新田　　孝（自民） 

山崎　誠二（民主） 山本　修子（民主） 小林　道弘（民主） 

高橋　諄司（公明） 明石　直樹（公明） 辻　　義隆（公明） 

高田雄七郎（公明） 瀬戸　一正（共産） 姫野　　浄（共産） 

小南かおる（共産） 稲森　　豊（共産） 

　 

平成16年度公営企業会計決算概要（収益的収支）

事 業 収 益 費 用 差 引
平 成 16 年 度 末
未処分利益剰余金
△未処理欠損金

バ ス 億
256

万円
5,485

億
269

万円
388

億
△ 12

万円
4,903

億
△ 518

万円
8,991

地下鉄・
ニュートラム 1,803 9,063 1,764 9,776 38 9,287 △1,098 1,944

水 道 787 4,358 714 242 73 4,116 156 3,662

工業用水道 36 9,114 37 3,179 △ 4,065 △ 21 320

平成16年度準公営企業会計決算概要（収益的収支）

事 業 収 益 費 用 差 引
平 成 16 年 度 末
未処分利益剰余金
△未処理欠損金

市 民 病 院 億
493

万円
3,451

億
482

万円
9,384

億
10

万円
4,067

億
△ 340

万円
8,008

中央卸売市場 86 6,917 107 4,040 △ 20 7,123 △ 234 140

港 営 75 1,815 63 7,059 11 4,756 11 4,756

下 水 道 898 5,800 858 6,923 39 8,877 △　 6 3,791

市 会 の 動 き
［ 9月・10月定例会 ］
9/13（火）
15（木）・16（金）
21（水）

22（木）
26（月）
28（水）
29（木）・30（金）
10/3（月）～5（水）
7（金）
11（火）

12（水）

13（木）

14（金）

18（火）

招集告示
常任委員会（事前調査、請願書・陳情書の審査など）
常任委員会（事前調査案件の態度決定）
本会議〈開会〉

決算特別委員会（正副委員長の互選、説明など）
決算特別委員会（実地調査）
財政総務委員協議会（互助連合会給付金等調査委員会報告について）

決算特別委員会（質疑）

計画消防委員協議会（株式会社大阪シティドームの再建問題について）
財政総務委員会

民生保健委員会（付託案件の審査、陳情書の審査）
計画消防委員会

財政総務委員協議会（市政改革基本方針（市政改革本部案）について）
建設港湾委員会

交通水道委員会

財政総務委員協議会（市政改革基本方針（市政改革本部案）について）
民生保健委員会

財政総務委員協議会（市政改革基本方針（市政改革本部案）について）
文教経済委員協議会（市政改革本部の事業分析について）
決算特別委員会（態度決定）
本会議〈閉会〉（公営・準公営企業会計決算の認定など）

〕

大阪市会は、10月８日に発生したパキスタン地震により、パキスタン・
イスラム共和国に甚大な被害が発生している状況に鑑み、被災者を支援し
復興に寄与するため、パキスタン・イスラム共和国に対し義援金の贈呈を
行いました。

○大阪厚生年金会館の機能存続に関する意見書
（以上、平成17年９月21日可決）

○国民の理解と支持が得られる税制の構築に関する意見書
○教育予算の拡充と教職員の定数改善、義務教育費国庫負担制度に関す
る意見書　　　　　　　　　　　　　（以上、平成17年10月18日可決）

可 決 さ れ た 意 見 書

「市政改革マニフェスト（市政改革本部案）」の名称の表現方法に変更があった
ため、本紙面では「市政改革基本方針（市政改革本部案）」と表現しています。

高は約272億円となっており、事業収支
が非常に厳しい状況にあるなど、重い
課題を抱えていると認識している。現在、
安定した収支状況を目指して、受託銀行
を厳しく指導しており、経費削減と併せ
て、地の利を活かした積極的なテナント
誘致活動を展開する必要があると考え
ており、現在進めている上層階の老人
ホーム誘致と並行して、低層階について
も受託銀行に取り組ませているところ
であり、年内もしくは年明けを目処に具
体化していきたい。今後、借入金を増
やさないようにするため、収支改善策に
全力を挙げる一方で、その結果想定さ
れうるあらゆるシミュレーションを検討
し、今後のオスカードリームのあるべき
姿を判断していく必要があると考えてい
る。この問題の解決にあたっては、事業
の存廃について時機を失することなく判
断していく。

決算特別委員会、常任委員会での論議については、詳しくは後日作成され
ます委員会記録をご覧下さい。作成された記録は、市会図書室内の市会情報
コーナー（市役所７階）や市立中央図書館などのほか、大阪市会ホームペー
ジ（http://www.city.osaka.jp/shikai/）でもご覧いただけます。

した経費が増大したことが大きな要因
である。このような厳しい状況を改善
するため、平成13年度から段階的に施
設使用料の引き上げを実施するととも
に、経費削減に努めることにより、単
年度の黒字転換は平成23年度、累積赤
字の解消については平成39年度程度に
なるものと見込んでいる。今後の厳し
い収支見通しを考えると、一層の経費
削減が求められるため、直営業務の民
間委託等による経費削減を引き続き行
っていく必要があると認識している。
一方で「食の安全･安心」への関心が
高まる中、民間委託を行う業務につい
ては、生鮮食料品を取り扱い、24時間
稼動する施設である卸売市場の特殊性
も十分勘案しなければならないと考え
ている。より一層の経営改革と経営基
盤の強化に取り組み、明確な改革方針
を盛り込んだ中期的な収支改善計画の
策定に早期に取り組むとともに、将来
の卸売市場のあり方を議論する場を設
置する方向で取り組んでいく。

咲洲コスモスクエア地区住宅開発提案イメージ図

モスクエア地区立地促進助成制度の開
始や好調な物流ニーズに支えられ、売
却実績が85億円まで回復した。埋立事
業においては、16年度より外部専門家
のみで構成する港湾事業経営改善委員
会において問題点が多面的に議論さ
れ、その中で収支悪化の要因について
は、「損益計算が未実施の状態で事業
の経営成績の正確な把握と将来収支予
測が不十分なまま集客施設整備や出
資・貸付けの投資を行ったこと」や
「埋立事業と他会計事業との負担区分
に未整理な部分があったこと」等が問
題であったとの指摘があり、加えて市
政改革基本方針（市政改革本部案）で
も財務情報の開示が課題として取り上
げられていることから、市民に対し事
業経営の説明責任を果たし、外部の検
証を受けることが事業の健全な経営の
ために非常に重要であると考えてい
る。損益計算の開始に伴い、過去の経
営成果、また今後の経営改善効果につ
いて公開していくとともに、民間企業
的視点での分析を行い、判りやすい財
務情報の開示に努める。また今後の埋
立事業の運営にあたっては全市的な観
点から産業政策と土地利用策をトータ
ルに策定し、戦略的な土地売却を行う
必要があると考えている。現在一般会
計で整備しているが、将来的には埋立
事業に移行する予定である夢洲・新島
については、民間・公共の役割を明確
にし、公共事業についても埋立事業と
他会計との役割分担を精査し、事業収
支の健全性を最優先した事業スキーム
の構築に努めていく。今後取り組む港
湾局の改革基本方針の中で、改革のた
めの具体的な数値目標、実施スケジュ
ール等を盛り込んだ形で明確にし、埋
立事業の経営の健全性を確保できるよ

（ ）公営・準公営企業会計決算の市長説明、指定管理
者関連案件（一部を除く）の委員会付託など

（ ）付託案件の審査、事前調査、株式会社大阪シティドーム
の再建問題について、住宅局所管の事業分析について

（ ）付託案件の審査、市政改革本部の
事業分析（経過報告）について

（ ）陳情書の審査、市政改革本部の事
業分析（経過報告）について

（ ）付託案件の審査、市政改革本部の
事業分析について

（ ）
付託案件の審査、陳情書の審査、福利厚生制度
等改革委員会第３次報告について、市政改革基
本方針（市政改革本部案）について

「職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する
条例の一部を改正する条例案」に対する附帯決議

改正後の条例の運用に当たっては、次の諸点に十分留意し厳正に実施さ

れたい。

１ これまで条例の運用に当たって、労使間の慣行により、特例として認

められた行為の範囲を拡大解釈してきたことによって、市政に対する市

民の信頼を著しく損なう事態に至ったことを重く受け止め、今後、二度

とこのような事態を招くことのないよう、公務優先の原則に則り、その

適正な運用の確保に努めること

２　運用状況については、毎年度、市民に情報公開すること

３ 改正条例の施行後２年を目途として、条例の運用状況について検討を

加え、その結果に基づき必要に応じて適正な措置を講ずること

う全力で努めていく。


